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千円 千円 千円

1,536,612,145 1,534,016,936 △ 2,595,209

　 （
１．義務教育費国庫負担金

（
２．専門スタッフ・外部人材の拡充

（
　（１）スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】

（
　（２）スクールソーシャルワーカーの配置拡充
　　　【後掲】

（
　（３）いじめ防止等対策のためのスクール
　　　 ロイヤー活用に関する調査研究【後掲】

（
　（４）補習等のための指導員等派遣事業

（
　　　①学力向上を目的とした学校教育活動支援

（
　　　②スクール・サポート・スタッフの配置
　　　　 【新規】

（
　（５）部活動指導員配置促進事業【新規】

（
　（６）特別支援教育専門家等の配置【後掲】

（
３．学校現場における業務の適正化

（
　（１）学校現場における業務改善加速事業

（
　（２）学校給食費徴収・管理業務の改善・充実
　　 　【後掲】【新規】

（
　（３）地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業
　　　 【生涯学習政策局に計上】

　　

2,162,000 2,146,000 △ 16,000 義務教育費国庫負担金

1,575,611 2,152,298 576,687

（
１．新しい教育課題に対応した教員研修の充実
　　と大学における教員養成の改革

（
２．教員の免許状情報の適切な管理のための
　　教員免許管理システムの機能強化【新規】

新学習指導要領の円滑な
実施と学校における働き
方改革のための指導・運
営体制の構築

これからの学校教育を担う
教員の資質能力の向上

1,666,298

0

3,567,486

0

3,022

平 成 ３ ０ 年 度 概 算 要 求 事 項 別 表

（初等中等教育局）

）

308,639

0 ）
46,522

85,600 ）
110,599

）
1,491,000

227,560 ）

5,058,486

4,586,413 ）

1,504,100

２．

）

1,575,611

）

4,586,413 ）

53,030

1,063,318 ）
1,413,538

486,000

313,160 ）

11,469,985 ）
14,677,176

4,558,778 ）

0 ）

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

１．
）1,524,829,000

1,518,874,000

465,760

4,805,756

1,258,454 ）
1,842,266

（参考）復興特別会計

説明資料１ 参照

説明資料２ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

教育課程の充実 3,023,959 3,323,542 299,583

（
１．学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で
　　深い学びの推進

（
２．次期学習指導要領への円滑な移行に向けた
　　補助教材の作成・配布【新規】

（
３．次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する
　　先導的研究開発

（
４．高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善の
　　ための研究開発事業

（
５．理数教育の充実のための総合的な支援等

（
６．現代的課題に対応した教育の充実

（
７．小学校におけるカリキュラム・マネジメントの
　　在り方に関する研究

（
８．高等学校における総合的な学習の時間の
　　抜本的改善・充実

（
９．「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業
　　 【後掲】

（
１０．特別支援学校学習指導要領等の改訂
　　 【後掲】

（
１１．幼稚園教育要領の普及・啓発【後掲】

道徳教育の充実 1,957,025 3,754,390 1,797,365 　
　 （
１．道徳教育の抜本的改善・充実等

全国的な学力調査の実施 5,251,688 5,942,372 690,684

（
１．全国学力・学習状況調査の実施
　　【一部国立教育政策研究所に計上】

（
２．学力調査を活用した専門的な課題分析に
　　関する調査研究

6,134,089 7,280,830 1,146,741

（
１．いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

（

（
　（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業

（
　（３）有識者会議等開催経費等

（
２．夜間中学における就学機会の提供推進

）
32,188

79,467

）

178,732 ）

19,877

462,135

25,517

）

　（１）外部専門家を活用した教育相談体制の
     　整備・関係機関との連携強化等

6,707,040

7,201,363

5,909,963

いじめ・不登校対応等の
推進

）

2,164,495

78,601

3,754,390

５．

29,614

57,805 ）

11,097

42,358

73,731 ）
93,977

）

11,097 ）

4,056

40,120

）
138,784

1,995,734 ）

72,563

３．

40,120 ）

588,501 ）
531,815

72,563 ）

138,050

４．

）
19,535

６．
6,114,212

5,922,837

13,758

4,000 ）

1,957,025 ）

5,237,930 ）

0 ）
158,420

説明資料３ 参照

説明資料４ 参照

説明資料５ 参照

説明資料６ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

2,700,865 2,700,865 0 　緊急スクールカウンセラー等活用事業

101,130 101,130 0

（
１．健全育成のための体験活動推進事業

　　【生涯学習政策局に計上】

（
２．学校教育における長期宿泊体験活動の導入
　　促進に関する調査研究

35,901,878 52,943,500 17,041,622

（
１．幼児教育無償化に向けた取組の段階的推進
　（幼稚園就園奨励費補助等）

（
２．幼児教育の質の向上

（
　（１）幼児教育の推進体制構築事業

（
　（２）幼稚園の人材確保支援事業

（
　（３）幼児期の教育内容等の充実

（
　　　①幼児期の教育内容等深化・充実調査研究

（
　　　②幼稚園における2歳児の円滑な受入れの
　　　　ための調査研究【新規】

（
　（４）幼稚園教育要領の普及・啓発

（
　（５）ECEC Network事業の参加

（
３．幼児教育の環境整備の充実

（
　（１）認定こども園等への財政支援

（
　（２）私立幼稚園の施設整備の充実

37,193

86,164

幼児教育の振興
30,899,469

57,805

86,164

20,000

17,193

17,193

17,193

30,899,469

0

21,100,000

501,703

344,031

）

）

21,700,000

）

182,850

29,614

）

）

2,530

182,850 ）

352,864 ）

）

98,600

）

）

７． 子供の体験活動の推進
98,600 ）

）

4,147,842

8,852 ）
8,210

4,649,545

2,530

８．

）
600,000

（参考）復興特別会計

説明資料７ 参照

説明資料８ 参照

※事項要求含む
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

2,662,481 3,035,372 372,891 　
（

１．切れ目ない支援体制整備充実事業

（

（
　　（２）特別支援教育専門家等配置

（
　　（３）特別支援教育体制整備

（

（
３．特別支援教育に関する教職員等の資質向上

（

（

（

（
８．特別支援教育充実事業等

212,880 242,024 29,144

（

（

　　【生涯学習政策局に計上】
（

３．スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール

526,823 597,293 70,470

（

（

（

切れ目ない支援体制構築
に向けた特別支援教育の
充実

582,470 ）
178,413

５．学校における交流及び共同学習を通じた
     障害者理解（心のバリアフリー）の推進

46,925

299,490

36,726

285,146

）

）

8,418

）

85,328

）

99,632

152,135

）

144,035

196,880

）

192,162

）
1,987,585

344,724

）

１１． 学校健康教育の推進
120,258 ）

１０． キャリア教育・職業教育の
充実

172,803 ）

２．地域を担う人材育成のためのキャリア
　　プランニング推進事業

１．将来の在り方・生き方を主体的に考えられる
　　若者を育むキャリア教育推進事業

　　（１）特別な支援を必要とする子供への就学
　　　　 前から学齢期、社会参加までの切れ目
　　　　 ない支援体制整備

530,379

1,063,318

43,668

279,655

127,855

72,358

43,668

４．学習指導要領等改訂及び学習・指導方法の
    改善・充実

２．発達障害の可能性のある児童生徒等に対
　　する支援

９．

７．教科書デジタルデータを活用した拡大教科
　　書、音声教材等普及促進プロジェクト

）

8,418

1,413,538

190,262

）

）

1,451,710

31,659

３．学校給食・食育総合推進事業
　（つながる食育推進事業、学校給食費徴収・
　　管理業務の改善・充実【新規】等）

１．学校保健推進事業
　  （がん教育総合支援事業等）

）
２．学校安全推進事業
  　（学校安全総合支援事業【新規】等）

140,182 ）

266,383

119,985

説明資料９ 参照

説明資料１０ 参照

説明資料１１ 参照説明資料１１ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

2,554,810 2,584,448 29,638

（

（
２．へき地児童生徒援助費等補助金

21,192,998 22,565,975 1,372,977

（

（
２．小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等

（
３．スーパーグローバルハイスクール

（

（
５．帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援
　　事業

（
６．社会総がかりで行う高校生留学促進事業

（
７．アジア高校生架け橋プロジェクト（仮称）【新規】

（
８．その他（外国人学生（視覚障害者）の特別支

　　学校入学前予備教育支援事業等）

1,193,610 1,193,610 0

　

366,849,078 367,634,318 785,240

（
１．高等学校等就学支援金交付金

（
２．高等学校等就学支援金事務費交付金　

（
３．公立高等学校授業料不徴収交付金

13,625,432 15,487,239 1,861,807

0 ）
225,496

152,240

178,337

409,013

）

36,557

757,140

2,518,289 ）

3,740

１６．

）

高校生等奨学給付金の充
実

）

15,000 ）

260,246 ）

）

5,057

4,413,944

15,000

高等学校等就学支援金交
付金等

１５．
362,426,514

）

１．我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査
　　研究

11,014

初等中等教育段階におけ
るグローバルな視点に
立って活躍する人材の育
成

私立小中学校等に通う児
童生徒への経済的支援に
関する実証事業

）

４．在外教育施設教員派遣事業等及び海外子女
　　教育の推進

19,904,684

868,868

2,547,891

１２． 少子化に対応した活力あ
る学校教育の推進 36,521 ）

１．少子化・人口減少社会に対応した活力ある
　　学校教育推進事業

１３．
11,014

１４．

）

363,205,374

4,407,564 ）

964,823

19,138,433

868,868

説明資料１２ 参照

説明資料１３ 参照

説明資料１４ 参照

説明資料１５ 参照

説明資料１６ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

2,294,058 3,251,679 957,621

（
１．スクールソーシャルワーカーの配置拡充
     【再掲】

（
２．地域未来塾による学習支援の充実
　　　　 【生涯学習政策局に計上】

（
３．高校生等の就職・就学支援等

（

（
４．要保護児童生徒援助費補助

（参考） （
　被災児童生徒就学支援等事業（熊本地震対応分）

6,198,017 6,565,283 367,266 被災児童生徒就学支援等事業

389,934 486,746 96,812

（
　１．コミュニティ・スクール推進体制構築事業
　　【生涯学習政策局に計上】

（
　２．学校現場における業務改善加速事業
　　　【再掲】

41,608,000 43,574,000 1,966,000

（
　義務教育教科書購入費

0

1,842,266

322,026

１９．

１８． 地域とともにある学校づく
りの推進 162,374

130,573

1,258,454 ）

41,608,000 ）

227,560 ）

500,041

）
712,833

）

）
178,107

）

学校をプラットフォームとし
た総合的な子供の貧困対
策の推進

）

　（１）高等学校における次世代の学習ニーズを
       踏まえた指導の充実事業【新規】

130,573

43,574,000

308,639

713,578

555,602

１７．

）
566,007

0

義務教育教科書の無償給
与

（参考）復興特別会計

説明資料１７ 参照

説明資料１９ 参照

説明資料１８ 参照
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１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方
改革のための指導・運営体制の構築

(前 年 度 予 算 額 1,536,612百万円）

平成30年度要求・要望額 1,534,017百万円

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計 2,146百万円〕

１．要 旨
新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革を目指し、学校におけ

る指導・運営体制の効果的な強化・充実を図り、「チーム学校」を実現するため、
教職員定数の改善、専門スタッフや外部人材の配置拡充、業務の適正化などを一
体的に推進する。

２．内 容
◆義務教育費国庫負担金 1,518,874百万円(1,524,829百万円)
義務教育費国庫負担制度は､公立の義務教育諸学校の教職員の給与費について

都道府県及び指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものである。

・教職員定数の改善 ＋73億円（＋3,415人）

・平成29年義務標準法改正(基礎定数化)に伴う増 ＋ 8億円（＋ 385人）

・教職員定数の自然減 ▲65億円（▲3,000人）

・教員給与の見直し ＋3億円

・教職員の若返り等による給与減 ▲79億円

≪教職員定数の改善≫ ＋3,415人
１．「教員の働き方改革」関連 ＋3,200人
＜学校の指導体制の充実＞
○教員の負担軽減による教育の質の向上
―持ち授業時数の減等負担軽減とそれに伴う授業準備の充実―
①小学校専科指導に必要な教員の充実 ＋2,200人
②中学校における生徒指導体制の強化に必要な教員の充実 ＋ 500人

＜学校の運営体制の強化＞
○校長、副校長・教頭等の事務関係業務の軽減による学校の運営体制の強化
①学校総務・財務業務の軽減のための共同学校事務体制の強化
（事務職員） ＋ 400人

②主幹教諭の配置充実による学校マネジメント機能強化 ＋ 100人

２．複雑化・困難化する教育課題への対応関連 ＋ 715人【再掲を含む】
・いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 ＋ 500人【再掲】
・貧困等に起因する学力課題の解消 ＋ 100人
・「チーム学校」の実現に向けた学校の指導体制の基盤整備
（養護教諭、栄養教諭等） ＋ 40人

・統合校・小規模校への支援 ＋ 75人

※上記の他、平成29年の義務標準法改正に伴う基礎定数化関連の定数増が385人
ある。
（内訳）・通級による指導 ＋505人 ・日本語指導 ＋ 58人

・初任者研修 ＋ 63人 ・自然減等 ▲241人
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≪教員給与の見直し(H31.1～)≫
・管理職手当の改善（校長、副校長・教頭の支給率改善）
・部活動手当の支給要件の見直し
（土日４時間程度に加え、土日２時間以上４時間未満の区分を新設）

（参考：復興特別会計）
被災した児童生徒のための学習支援等として1,000人（前年同）の加配措置。

2,146百万円(2,162百万円)

≪関連施策≫
・教育政策に関する実証研究 57百万円（57百万円）

有識者や意欲ある自治体の協力を得つつ、時代の変化に対応した新しい教

育への取組、いじめ・不登校、子供の貧困等の学校の課題に関する状況や、

それらの課題に対応するための指導体制の在り方など、教育政策の効果を評

価する実証研究を実施。

◆専門スタッフ・外部人材の拡充
○スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】
〔補助率１／３〕 4,806百万円（4,559百万円）
・スクールカウンセラー配置の増(26,000→27,500校（全公立小中学校へ配
置））

・公立中学校に対するスクールカウンセラーの通常配置（5,800校）に加え、
小中連携型配置の拡充(3,200→4,000校）による公立小中学校の相談体制
の連携促進。更に、生徒指導上、大きな課題を抱える公立中学校等におい
てスクールカウンセラーによる週５日相談体制（200校）を実施

・公立小学校の通常配置(9,500校）に加え、小中連携型配置の拡充（6,400
校→8,000校）による公立小中学校の相談体制の連携促進

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000校）
・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための配
置（250箇所）

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

○スクールソーシャルワーカーの配置拡充【後掲】
〔補助率１／３〕 1,842百万円（1,258百万円）
・スクールソーシャルワーカー配置の増（5,047人→8,047人）
・福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを必要な全ての学校で活
用できるよう配置を拡充

・小中学校のための配置（5,000人→8,000人）
・高等学校のための配置（47人）

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人）
・スーパーバイザー（47人）の配置
・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援
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○いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究【後掲】
53百万円（3百万円）

・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校にお
いて法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、いじめなどの諸課題
の効率的な解決にも資する、学校における相談体制の整備に関する調査研
究を実施（１０地域）

○補習等のための指導員等派遣事業

〔補助率１／３〕 5,058百万円（4,586百万円）

多彩な人材がサポートスタッフとして学校の教育活動に参画する取組を支援

（１）学力向上を目的とした学校教育活動支援 3,567百万円
＜当該分野に知見のある人材（退職教職員や教員志望の大学生など）＞

（8,600人）
《具体例》

・補習や発展的な学習への対応

・外国人児童生徒等の学力向上への取組

・不登校・中途退学への対応、いじめへの対応

・キャリア教育支援、就職支援

・校長経験者による若手教員への授業指導

・体験活動の実施への支援

（２）スクール・サポート・スタッフの配置 1,491百万円（新規）
＜地域の人材（卒業生の保護者など）＞（3,600人）
学習プリント等の印刷などを教員に代わって行うサポートスタッフを配

置し、教員の負担軽減を図ることで、教員が児童生徒への指導や教材研究
等に注力できる体制を整備

○部活動指導員配置促進事業
〔補助率１／３〕 1,504百万円（新 規）
適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会

を対象に、部活動指導員の配置に係る経費の一部を補助することで、公立中学
校における部活動指導体制の充実を推進し、部活動を担当する教員の支援を行
うとともに、部活動の質的な向上を図る。＜スポーツだけでなく、文化、科学
等に関する部活動についても対象＞ （7,100人）

○特別支援教育専門家等の配置（切れ目ない支援体制整備充実事業の内数）

【後掲】 1,414百万円（1,063百万円）

・医療的ケアが必要な児童生徒のための看護師や理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士等の外部専門家の配置等（2,384人）

≪関連施策≫

・いじめ問題等の解決に向けた外部専門家活用事業
・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた
調査研究

・学校司書養成講習会
・コミュニティスクール推進員派遣事業
・帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業
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◆学校における業務の適正化
○学校現場における業務改善加速事業 309百万円(228百万円)

教員の長時間勤務を見直すことで、教員自らが意欲と能力を最大限発揮で
きる環境を整備し、ひいては学校教育の質を向上させるため、国・教育委員
会（都道府県・市町村）・学校が有機的に連携し、一体的・総合的に業務改
善を推進する取組を実施する。
・業務改善加速のための実践研究
（業務改善に集中的に取り組むモデル自治体等において、各学校における勤
務時間管理の徹底をはじめ、教員の業務の見直し、意識改革のための研修
等、業務改善の取組を強力に推進）

・業務改善アドバイザーの派遣
・長時間勤務是正に向けた普及・啓発 等

○学校給食費徴収・管理業務の改善・充実【後掲】 47百万円(新規)
教職員の業務負担軽減等の観点から、学校給食費の徴収・管理業務につい

て、学校から自治体への移管を促進するため、自治体による徴収・管理の課
題の解決方法等の調査研究を行い、モデル事業での実践・成果等も踏まえ、
学校給食費の徴収・管理業務に関するガイドラインを作成する。

○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 111百万円（86百万円）
※「学校を核とした地域力強化プラン」の一部〔生涯学習政策局に計上〕

「スクールガード（学校安全のボランティア）」の活用等により、地域ぐる
みで子供の安全を見守る体制を整備する。

10



■今後の教職員定数の見通し

新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための
指導・運営体制の構築（～平成38年度までの９ヶ年計画）

「教員の働き方改革」 3,200人≪19,700人≫

１．学校の指導体制の充実
教員の負担軽減による教育の質の向上

～持ち授業時数の減等負担軽減とそれに伴う授業準備の充実～

①小学校専科指導に必要な教員の充実 2,200人≪6,635人≫
②中学校における生徒指導体制の強化に必要な教員の充実 500人≪4,100人≫
２．学校の運営体制の強化

校長、副校長・教頭等の事務関係業務の軽減による学校の運営体制の強化

①学校総務・財務業務の軽減のための共同学校事務体制強化(事務職員) 400人≪8,365人≫
②主幹教諭の配置充実による学校マネジメント機能強化 100人≪4,600人≫

③「チーム学校」の実現に向けた学校の指導体制の基盤整備 40人≪1,330人≫
・養護教諭 ・栄養教諭等

《義務教育費国庫負担金》
平成30年度要求額：1兆5,189億円(対前年度 ▲60億円)
《義務教育費国庫負担金》
平成30年度要求額：1兆5,189億円(対前年度 ▲60億円)

・教職員定数の改善 ＋73億円（＋3,415人）
・基礎定数化に伴う当然増 ＋ 8億円（＋ 385人）
・教職員定数の自然減 ▲65億円（▲3,000人）
・教員給与の見直し ＋ 3億円
・教職員の若返り等による給与減 ▲79億円

（参考）被災した児童生徒に対する
心のケアや学習支援のため、前年同
の教職員定数（1,000人）を別途要
求(21億円)【復興特別会計】

区 分 H30～H38 うちH30
定 数 改 善 ( a ) 22,755 3,415
基礎化関連当然増 ( b ) 3,476 385
自 然 減 ( c ) ▲ 32,200 ▲ 3,000
差し引き増減（a＋b＋c） ▲ 5,969 800

≪ ≫内はH38年度までの改善予定数

複雑化・困難化する教育課題への対応 【再掲を含む】 715人≪7,155人≫

学校現場を取り巻く課題が複雑・困難化している状況の中、新しい学習指導要領の円滑
な実施や学校における働き方改革に向けて、学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実
を図る。

「経済・財政再生計画」を踏まえ、少子化の進展、学校の規
模適正化の動向、学校の課題に関する客観的データ、実証
研究の進展、地方自治体の政策ニーズ等を踏まえた予算の
裏付けのある教職員定数の中期見通しを策定

☆教職員定数の改善 3,415人≪22,755人≫

①いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 【再掲】500人≪4,100人≫
②貧困等に起因する学力課題の解消 100人≪1,800人≫

④統合校・小規模校への支援 75人≪1,925人≫

☆教員給与の見直し（H31.1～）
①管理職手当の改善(校長、副校長・教頭の支給率改善)
②部活動手当の支給要件の見直し(土日４時間程度に加え,土日２時間以上４時間未満の区分を新設)

※上記の他、平成29年の義務標準法改正に伴う
基礎定数化関連の教職員定数の増減が発生する。
H30年度における内訳は以下のとおり。

・通級による指導 505人
・日本語指導 58人
・初任者研修 63人
・自然減等 ▲241人

計 385人

※ 厳しい財政状況を勘案し、真に必要性の高い事項に限定することにより、国民に追加的な財政負担を求めないように
最大限努める。(H30要求は▲60億円の要求)
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る
者
（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と

も
に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会

福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。
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調
査
研
究
結
果
の

分
析
・
検
証
・
周
知

施
策
へ
の
反
映

【
概
要
】

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士
が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に
基
づ
き
、
学
校
に
お
い
て
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育
を
行
う
と
と
も
に
、

い
じ
め
な
ど
の
諸
課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
も
資
す
る
、
学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の
整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。
【
2→

10
箇
所
】

い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

１
．
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
の
予
防
教
育

い じ め の 防 止

校 務 の 効 率 化 ・ 負 担 軽 減
学
校
に
お
い
て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
等
に
基
づ
い
て
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対

応
が
徹
底
さ
れ
て
い
る
か
を
弁
護
士
が
法
的
側
面
か
ら
確
認
す
る
こ
と
の
有
効
性
を
検

証
す
る
。

【
背
景
】

○
国
は
、
困
難
な
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
談
で
き
る
弁
護
士
等
、
多
様
な
人
材
に
よ
る
支
援
体
制
を
構
築
す
る
。
【
い
じ
め
の
問
題
等
へ
の
対
応

に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）
（
平
成

25
年

2月
26
日
教
育
再
生
実
行
会
議
決
定
）
】

○
い
じ
め
の
防
止
の
た
め
に
は
、
い
じ
め
に
向
か
わ
な
い
態
度
・
能
力
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
児
童
生
徒
が
い

じ
め
の
問
題
を
自
分
の
こ
と
と
し
て
捉
え
、
考
え
、
議
論
す
る
こ
と
に
よ
り
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
実
践
的
な
取
組
を
行
う
必
要

が
あ
る
。
【
い
じ
め
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成

25
年

10
月

11
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
（
平
成

29
年

3月
14
日
最
終
改
定
）
）
】

（
前
年
度
予
算
：3
百
万
円
）

平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額
：
53
百
万
円

３
．
法
令
に
基
づ
く
対
応
の
徹
底

２
．
学
校
に
お
け
る
法
的
相
談
へ
の
対
応

学
校
が
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
つ
い
て
弁
護
士
に
相
談
し
法
的
ア
ド
バ
イ
ス

を
受
け
る
こ
と
や
、
弁
護
士
に
よ
る
教
員
向
け
の
研
修
会
を
受
け
る
こ
と
等
が
、
生
徒
指

導
上
の
諸
課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
資
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
証
を
行
う
。

弁
護
士
が
、
実
例
（
裁
判
例
等
）
を
示
し
な
が
ら
、
人
権
を
守
る
こ
と
の
重
要
性
や
い
じ

め
の
法
律
上
の
扱
い
（
刑
事
罰
の
対
象
と
な
り
得
る
こ
と
や
、
不
法
行
為
に
該
当
し
損
害

賠
償
責
任
が
発
生
し
得
る
こ
と
等
）
に
つ
い
て
教
え
る
授
業
モ
デ
ル
の
構
築
や
実
践
的

な
教
材
の
開
発
を
行
う
。
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◎
教
員
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
の
事
業
と
し
て
実
施
す
る
も
の
で
あ
り
、
各
自

治
体
に
お
い
て
明
確
な
成
果
目
標
を
設
定
し
、
効
果
の
検
証
を
含
め
て
実
施
す
る

も
の
に
対
し
、
補
助
を
行
う
。

※
H
2
9
ま
で
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
の
メ
ニ
ュ
ー
の
一
つ
と
し
て

実
施
し
て
い
た
教
員
業
務
支
援
に
つ
い
て
、
教
員
の
働
き
方
改
革
に
向
け
、
個
別

メ
ニ
ュ
ー
化
を
図
り
、
大
幅
に
拡
充
。

※
H
2
9
ま
で
メ
ニ
ュ
ー
の
一
つ
と
し
て
実
施
し
て
い
た
中
学
校
部
活
動
支
援
に
つ

い
て
は
、
別
途
、
新
規
事
業
化
。

教
員
と
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動
が
一
層
充
実
！

学
校
生
活
適
応
へ
の
支
援

○
不
登
校
・
中
途
退
学
へ
の
対
応

○
い
じ
め
へ
の
対
応

多
彩
な
人
材
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

多
彩
な
人
材
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

児
童
生
徒
の
学
習
サ
ポ
ー
ト

○
補
習
や
発
展
的
な
学
習
へ
の
対
応

○
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
学
力
向
上
へ
の
取
組

進
路
指
導
・
キ
ャ
リ
ア
教
育

○
キ
ャ
リ
ア
教
育
支
援

○
就
職
支
援

教
員
に
加
え
て
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
を
配
置

す
る
こ
と
に
よ
り
、
児
童
生
徒
一
人
一
人

に
あ
っ
た
き
め
細
か
な
対
応
が
可
能
に

平
成
3
0
年
度
要
求
額
：
5
1
億
円
対
前
年
度
+
5
億
円

学
力
向
上
を
目
的
と
し
た
学
校
教
育
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
・
サ
ポ
ー
ト
・
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

平
成
3
0
年
度
要
求
額
：
3
6
億
円
＜
8
,6
0
0
人
＞

平
成
3
0
年
度
要
求
額
：
1
5
億
円
＜
3
,6
0
0
人
＞

○
校
長
経
験
者
に
よ
る
若
手
教
員
へ
の
授
業
指
導

○
子
供
の
体
験
活
動
の
実
施
へ
の
支
援

そ
の
他
（
教
員
の
指
導
力
向
上
等
）

教
員
業
務
支
援

○
学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
・
配
布
準
備

○
授
業
準
備
の
補
助

○
採
点
業
務
補
助

都
道
府
県
・
指
定
都
市
が
公
立
学
校
の
教
育
活
動
と
し
て
実
施
す
る
下
記
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
（
非
常
勤
）
の
配
置
に
要
す
る
費
用
の

1/
3以
内
を
補
助

学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
な
ど
を
教
員
に
代
わ
っ
て
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス

タ
ッ
フ
を
配
置
し
、
教
員
の
負
担
軽
減
を
図
る
こ
と
で
、
教
員
が
よ
り
児

童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
体
制
を
整
備
す
る
。

多
彩
な
人
材
の
参
画
に
よ
る
学
校
の
教
育
力
向
上
～
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
～

地
域
の
人
材
(
卒
業
生
の
保
護
者
な
ど
)

当
該
分
野
に
知
見
の
あ
る
人
材
(
退
職
教
職
員
や
教
員
志
望
の
大
学
生
な
ど
)
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○
原
則
と
し
て
補
助
対
象
は
「
部
活
動
指
導
員
」
(学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
7
8
条
の
2
に
該
当
す
る
者
）
を
想
定

○
１
校
あ
た
り
３
人
程
度
の
部
活
動
指
導
員
を
計
画
的
に
配
置
（
４
年
計
画
の
初
年
度
：
全
体
計
画
の
１
／
４
を
計
上
）

○
事
業
主
体
：
都
道
府
県
、
市
町
村
※
公
立
の
中
学
校
等
の
設
置
者
（
部
活
動
指
導
員
に
関
す
る
規
則
等
を
整
備
）

○
補
助
割
合
：
国
１
／
３
（
市
町
村
が
事
業
主
体
の
場
合
、
都
道
府
県
が
１
／
３
、
市
町
村
が
１
／
３
を
負
担
。
都
道
府
県
、
指
定
都
市
の
場
合
は
２
／
３
を
負
担
。
）

○
補
助
対
象
経
費
：
公
立
の
中
学
校
等
に
配
置
す
る
部
活
動
指
導
員
に
対
す
る
報
酬
等
、
交
通
費
、
出
張
旅
費

適
切
な
練
習
時
間
や
休
養
日
の
設
定
な
ど
部
活
動
の
適
正
化
を
進
め
て
い
る
教
育
委
員
会
を
対
象
に
、
部
活
動
指
導
員
の
配
置
に

係
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
で
、
中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
体
制
の
充
実
を
推
進
し
、
部
活
動
を
担
当
す
る
教
員
の

支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
部
活
動
の
質
的
な
向
上
を
図
る
。
<
ス
ポ
ー
ツ
だ
け
で
な
く
、
文
化
、
科
学
等
に
関
す
る
部
活
動
に
つ
い
て
も
対
象
>

部
活
動
指
導
員
配
置
促
進
事
業

～
部
活
動
の
適
正
化
に
向
け
て
～

平
成
３
０
年
度
要
求
額
：
1
5
億
円
(配
置
人
数
：
7
,1
0
0
人
)＜
新
規
＞

顧
問

部
活
動

指
導
員部
活
動
指
導
員
が
顧
問 担
当

教
諭

生
徒

指
導
・
引
率

協
力

(年
間
・
月
間

指
導
計
画
の

作
成
支
援
等
)

期
待
さ
れ
る
効
果

◇
教
員
の
働
き
方
改
革

・
部
活
動
指
導
に
係
る
時
間
を
軽
減
し
、
教
材
研
究
や
生
徒
と
の
面
談
等
の
時
間
確
保

・
経
験
の
な
い
競
技
な
ど
の
指
導
に
よ
る
心
理
的
負
担
の
軽
減

◇
部
活
動
の
質
的
な
向
上

・
正
し
い
理
解
に
基
づ
く
、
技
術
の
向
上

・
生
徒
の
能
力
に
応
じ
た
適
切
な
練
習
法
の
導
入

・
想
定
さ
れ
る
事
故
・
け
が
の
未
然
防
止

補
助
金
の
概
要

〔
部
活
動
指
導
員
の
活
用
例
〕

◇
中
学
校
教
諭
の
部
活
動
に
係
る
1
日
当
た
り
勤
務
時
間
は
、
土
日
で
1
時
間
4
分
増
加
(H
1
8
：
1
時
間
6
分
→
H
2
8
：
2
時
間
1
0
分
)

(出
典
)文
科
省
「
教
員
勤
務
実
態
調
査
(平
成
2
8
年
度
)」
(速
報
値
)

◇
中
学
校
の
運
動
部
活
動
担
当
教
員
の
う
ち
、
担
当
教
科
が
保
健
体
育
で
は
な
く
、
か
つ
、
担
当
部
活
動
の
競
技
経
験
が
な
い
教
員
の
割
合
４
５
.９
％

（
出
典
）
(公
財
)日
本
体
育
協
会
「
学
校
運
動
部
活
動
指
導
者
の
実
態
に
関
す
る
調
査
(平
成
2
6
年
7
月
)」

◇
適
切
な
練
習
時
間
や
休
養
日
の
設
定
な
ど
部
活
動
の
適
正
化
を
促
す
。

⇒
「
運
動
部
活
動
の
在
り
方
に
関
す
る
総
合
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
(仮
称
)」
策
定
中

◇
指
導
す
る
部
活
動
に
係
る
専
門
的
な
知
識
・
技
能
を
有
す
る
指
導
員
の
配
置
促
進

※
こ
の
他
、
部
活
動
指
導
員
と
教
員
と
が
顧

問
と
し
て
役
割
分
担
を
行
い
、
教
員
の
負
担

軽
減
を
図
る
こ
と
も
可
能

対
応
策

現
状
・
課
題
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■
教
員
自
ら
の
意
欲
と
能
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
な
勤
務
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
業
務
改
善
の
取
組
を
一
体
的
・
総
合
的
に
推
進
。

■
自
治
体
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定

■
業
務
改
善
の
取
組
の
実
施

・
教
員
の
行
う
業
務
の
明
確
化
（
事
務
職
員
や
他

の
ス
タ
ッ
フ
等
と
の
連
携
・
分
担
等
）

・
部
活
動
に
関
す
る
休
養
日
の
明
確
な
設
定

・
時
間
管
理
の
徹
底
、
研
修
の
実
施

等

市
町
村
と
連
携
し
、
小
中
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
を
促
進
。
重
点
モ
デ
ル
地
域
の
成
果
を
県
下
に
波
及
。

都
道
府
県
・
政
令
市

■
重
点
モ
デ
ル
地
域
に
対
す
る
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
配
置

■
県
と
し
て
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定
・
指
導
助
言

■
管
理
職
等
の
意
識
改
革
の
た
め
の
研
修
の
実
施

■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、

成
果
の
県
下
全
域
へ
の
発
信

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

勤
務
時
間
（
総
勤
務
時
間
や
事
務
作
業
・

部
活
動
に
関
す
る
時
間
等
）
や
負
担
感
の

変
化
、
創
出
し
た
時
間
に
よ
る
教
育
面
で

の
効
果
な
ど
の
成
果
を
分
析

■
成
果
を
挙
げ
た
Ｇ
Ｐ
を
管
下
全
域
に
波
及

重
点
モ
デ
ル
地
域
：
市
町
村
（
政
令
市
含
む
）

外
部
専
門
家
に
よ
る
分
析
・
助
言

的
配
置
状
況
と
業
務
改
善
の
関
係
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施
。
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や
成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

業
務
改
善
に
集
中
的
に
取
り
組
む
重
点
モ
デ
ル
地
域
（
3
0
地
域
）
を
指
定
し
、
業
務
改
善
の
加
速
及
び
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
人

的
配
置
状
況
と
業
務
改
善
の
関
係
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施
。
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や
成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

文
部
科
学
省

学
校
現
場
に
お
け
る
業
務
改
善
加
速
事
業

平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額

3
0
9
百
万
円
（
※
）

（
平
成
2
9
年
度
予
算
額

2
2
8
百
万
円
）

エ
ビ
デ
ン
ス

と
し
て
蓄
積

業
務
改
善
加
速
の
た
め
の
実
践
研
究
事
業
の
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
を
行
い
、

全
国
的
な
気
運
を
醸
成

・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

・
各
種
広
報
媒
体
等
に
よ
る
普
及
啓
発

・
実
践
事
例
集
の
作
成

等

■
研
究
機
関
等
に
よ
る
業
務
改
善
の
推
進
に
資
す

る
基
礎
的
調
査
研
究
を
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

業
務
改
善
の
基
礎
的
調
査
研
究
の
実
施

■
業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
に
よ
る

指
導
助
言
（
3
0
名
程
度
）

■
先
進
モ
デ
ル
の
横
展
開

■
業
務
改
善
の
取
組
の
継
続
し
た
フ
ォ
ロ
ー

業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

※
国
立
・
私
立
学
校
も
対
象

（
※
）
「
協
働
に
よ
る
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進
」
（
平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額
（
案
）
2
8
百
万
円
（
平
成
2
9
年
度
予
算
額
3
1
百
万
円
）
）
を
含
む
。
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◆
自
治
体
が
行
う徴
収
・管
理
（
担
当
部
署
に
よ
る
徴
収
・管
理
）

◆
学
校
が
行
う徴
収
・管
理
（
教
職
員
に
よ
る
徴
収
・管
理
）

学
校
給
食
費
徴
収
・
管
理
業
務
の
改
善
・
充
実

平
成

30
年
度
概
算
要
求
額

47
百
万
円
（
新
規
）

教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
等
の
観
点
か
ら
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務
に
つ
い
て
、
学
校
か
ら
自
治
体
へ
の
移
管

を
促
進
す
る
た
め
、
自
治
体
に
よ
る
徴
収
・
管
理
の
課
題
の
解
決
方
法
等
の
調
査
研
究
を
行
い
、
モ
デ
ル
事
業
で
の
実
践
・

成
果
等
も
踏
ま
え
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
す
る
。

事
業
概
要

学
校
か
ら
自
治
体
へ
の
事
務
移
管

学
校
現
場
の
負
担
軽
減

業
務
の
適
正
化
の
推
進

先
進
的
な
自
治
体
に
お
け
る

徴
収
・
管
理
の
課
題
の
解
決
方
法
や

効
果
等
の
事
例
を
収
集
・
分
析

学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務

に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
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学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
を
安
全
か
つ
効
果
的
に
活
用
す
る
仕
組
み
を
整
備
し
て
、

地
域
全
体
で
、
子
供
の
安
全
を
見
守
る
体
制
を
整
備

平
成
２
９
年
度
予
算
額

86
百
万
円

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

11
1百
万
円

地
域
ぐ
る
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

（
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
に
お
い
て
実
施
・
国
庫
補
助
率

1/
3
※
指
定
都
市
・
中
核
市
の
直
接
実
施
の
場
合
負
担
率
各

2/
3）

（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
、
負
担
率
：
都
道
府
県
、
市
町
村
各

1/
3)

見
守
り
活
動
の
ポ
イ
ン
ト
を
指
導

・
各
学
校
を
定
期
的
に
巡
回

・
学
校
内
外
に
お
け
る
見
守
り
活
動

・
見
守
り
活
動
の
ポ
イ
ン
ト
や
改
善

す
べ
き
点
等
の
指
導
・
評
価

・
学
校
、
家
庭
、
地
域
が
連
携

地
域
全
体
で

見
守
る
体
制

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー

育
成
講
習
会
の
充
実
【
拡
充
】

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
と

し
て
の
資
質
を
備
え
た
人
材
を

継
続
的
に
確
保
す
る
た
め
、
学

校
安
全
に
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
い
た
教
職
員
O
B
等
を
対

象
に
育
成
講
習
会
を
開
催
。

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
委
嘱

警
察
官
Ｏ
Ｂ
や
防
犯
の
専
門
家
等
を
ス
ク
ー

ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
委
嘱
し
、
各
学
校

を
定
期
的
に
巡
回
し
、
見
守
り
活
動
の
ポ
イ
ン

ト
や
改
善
す
べ
き
点
等
の
指
導
と
評
価
や
、
ス

ク
ー
ル
ガ
ー
ド
に
対
す
る
指
導
等
を
行
う
。
ま

た
、
学
校
等
の
巡
回
指
導
を
円
滑
に
す
る
た

め
、
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
連
絡
協
議

会
等
を
開
催
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
巡
回
等
の
強
化

見
守
り
活
動
を
行
う
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
の
養
成
・
支
援

各
地
域
の
子
供
の
見
守
り
活
動
の
支
援

各
地
域
の
通
学
路
や
学
校
で
実
施
さ
れ
て
い
る

子
供
の
見
守
り
活
動
な
ど
の
、
防
犯
活
動
に
対

す
る
支
援
の
実
施
。

・
登
下
校
時
に
お
け
る
パ
ト
ロ
ー
ル
・
防
犯
訓
練
の
実
施

・
通
学
安
全
マ
ッ
プ
作
製
・
防
犯
ブ
ザ
ー
を
児
童
へ
貸
与

・
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
、
関
係
者
間
で
情
報
を
効
果
的
に
共
有

で
き
る
取
組
の
実
施

【
活
動
例
】

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

養
成
講
習
会
の
充
実
【
拡
充
】

通
学
路
等
で
子
供
た
ち
を
見
守
る

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
学
校
安
全
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
）
を
養
成
す
る
た
め
に
、
最

新
の
安
全
に
関
す
る
情
報
・
意
識

啓
発
に
よ
る
質
の
向
上
な
ど
を
学

ぶ
こ
と
が
で
き
る
養
成
講
習
会
を
開

催
。

○
学
校
や
通
学
路
に
お
け
る
子
供
の
安
全
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要

○
学
校
現
場
は
オ
ー
バ
ー
フ
ロ
ー
状
態
、
教
職
員
だ
け
で
は
安
全
確
保
が
困
難

地
域
全
体
で
取
り

組
む
体
制
が
必
要

○
家
庭
と
地
域
の
関
係
機
関
・
団
体
と
の
連
携
強
化

○
地
域
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
養
成
・
確
保
し
て
活
用
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２．これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上

(前 年 度 予 算 額 1,576百万円）
平成30年度要求・要望額 2,152百万円

１．要 旨
教員の「質」の向上の観点から、平成27年５月の教育再生実行会議第７次提
言や平成27年12月の中教審答申を踏まえ、平成28年11月に「教育公務員特例法
等の一部を改正する法律案」が成立したことを受けて、教員の養成・採用・研
修の一体的改革を進めるとともに、教職員支援機構における中核リーダーの学
校経営研修、道徳教育、いじめ問題対応の研修や「校務の効率化」を企図した
学校組織マネジメントに関する調査研究プロジェクト等を実施する。

２．内 容
◆新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革

1,666百万円( 1,576百万円)

・教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業
１．教員養成改革の推進
①新たな教育課題に対応する科目を必修科目として位置づけ、効果的に実施する
取組の推進

②教職課程の質の保証・向上を図る取組の推進
③教科教育コアカリキュラムの研究

２．教員の採用・研修改革の推進
①円滑な入職のための取組の推進
②特色ある研修改革取組の推進
③研修の単位化・専修免許状取得プログラムの開発
④民間教育事業者との連携による教員の資質能力向上

３．教職の魅力向上
「教師の日」等の機を捉えた教職の魅力向上

・現職教員の新たな免許状取得や更新等
①現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業
②大学における教員の現職教育への支援
（※下記「教員免許管理システムの機能強化」分を除く）

③教員資格認定試験 等
・独立行政法人教職員支援機構における研修の実施及び調査研究の推進

教職員に対する総合的支援を行う全国拠点として、以下の事業を実施
・中核リーダーの学校経営研修、道徳教育、いじめ問題対応、学校安全等の研修
・オンラインによる研修、研修プログラムモデルの構築
・「校務の効率化」を企図した学校組織マネジメントに関する調査研究
プロジェクトの実施 等

≪関連施策≫
・特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業
・小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施 等

◆教員の免許状情報の適切な管理のための教員免許管理システムの機能強化
486百万円（新規）

・都道府県間での教員の免許状情報の共有・管理や、平成２８年１１月の免許法
改正への対応のため、システムの機能強化を実施
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・都道府県間での教員の免許状情報の共有・管理や、平成２８年１１月の免許
法改正への対応のため、システムの機能強化を実施
・都道府県間での教員の免許状情報の共有・管理や、平成２８年１１月の免許
法改正への対応のため、システムの機能強化を実施

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上

平成３０年度概算要求額 ２，１５２百万円（１，５７６百万円）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上

平成３０年度概算要求額 ２，１５２百万円（１，５７６百万円）

○平成27年12月の中教審答申を踏まえ、教員の養成・採用・研修を通じた一体的な改革に資する
取組を推進

都道府県や大学等に以下の事業を委託
【教員養成改革の推進】
①新たな教育課題に対応する科目を必修科目として位置づけ、効果的に実施する取組の推進
②教職課程の質の保証・向上を図る取組の推進 ③教科教育コアカリキュラムの研究
【教員の採用・研修改革の推進】
①円滑な入職のための取組の推進 ②特色ある研修改革取組の推進 ③研修の単位化・
専修免許状取得プログラムの開発 ④民間教育事業者との連携による教員の資質能力向上

【教職の魅力向上】
「教師の日」等の機を捉えた教職の魅力向上

①現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業
②大学における教員の現職教育への支援（※下記「教員免許管理システムの機能強化」分を除く）
③教員資格認定試験 等

○教職員に対する総合的支援を行う全国拠点として、以下の事業を実施
・中核リーダーの学校経営研修、道徳教育、いじめ問題対応、学校安全等の研修
・オンラインによる研修、研修プログラムモデルの構築
・「校務の効率化」を企図した学校組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関する調査研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施 等

・平成27年 5月 教育再生実行会議第7次提言
「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師の
在り方について」

・平成27年12月 中央教育審議会答申
「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」

・平成28年11月 第192回国会で「教育公務員特例法等の一部を改正する法律案」が成立

３．（独）教職員支援機構における研修の実施及び調査研究の推進
平成３０年度概算要求額 運営費交付金 １，４２８百万円

３．（独）教職員支援機構における研修の実施及び調査研究の推進
平成３０年度概算要求額 運営費交付金 １，４２８百万円

１．教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業
平成３０年度概算要求額 １２３百万円

１．教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業
平成３０年度概算要求額 １２３百万円

２．現職教員の新たな免許状取得や更新等
平成３０年度概算要求額 １１５百万円

２．現職教員の新たな免許状取得や更新等
平成３０年度概算要求額 １１５百万円

◆新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革
平成３０年度概算要求額 １，６６６百万円（１，５７６百万円）

◆新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革
平成３０年度概算要求額 １，６６６百万円（１，５７６百万円）

背景

◆教員の免許状情報の適切な管理のための教員免許管理システムの機能強化
平成３０年度概算要求額 ４８６百万円（新規）

◆教員の免許状情報の適切な管理のための教員免許管理システムの機能強化
平成３０年度概算要求額 ４８６百万円（新規）
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